
資料１

調査対象：開業社会保険労務士　１６，０２４人　　回答者：７，３８１人　　回答率：４６.１％

○労務管理等の相談、指導業務の主要なものの内容

実数(件) 3,527 3,191 2,353 1,254 1,115 691 566 1,509

社会保険労務士実態調査集計結果

７．紛争処理６．職務分析５．教育訓練４．安全衛生３．採用・退職２．労働時間１．賃　　　金

　　　（平成13年10月実施）

合　計

○受託している業務の範囲

　　　その他
   259人 （3.5%）労務管理等の相

談、指導業務
574人 （7.8%)

申請書等の作成、
提出代行、事務代
理の業務
2,181人（29.5%)

申請書等の作成、
提出代行、事務代
理及び労務管理等
の相談、指導等す
べての業務
　4,367人 （59.2%）
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株式会社 ○○○商事　御中

資料２



社員数
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賞与の支給対象者は明確になっていますか？

業績配分型・成果配分型賞与は導入されていますか？

退職金の支給について、就業規則等で明確になっていますか？

資　本　金

会　社　名

ご担当者

ご　住　所

業　　　 種

業績の悪化等を理由に、一方的な賃金の減額を行っていませんか？

共済制度に加入するなどし、退職金の原資は確保されていますか？

会社の実情にあった独自の就業規則は作成・届出されていますか？

賃金（決定・計算、支払方法、賃金締切・支払日、昇給など）に関する規定はありま
すか？

退職金に関する規定はありますか？

社員の遅刻・早退等、不就労に対する賃金カットを15分や30分単位で行っていません
か？

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ用の就業規則はありますか？

役員の退職慰労金に関する規定はありますか？

慶弔見舞金の支給に関する規定はありますか？

賃金体系（基本給・諸手当）を確立し、支給根拠は明確になっていますか？

公平な人事考課に基づき、社員が納得できる昇給を行なっていますか？

割増賃金の計算基礎に諸手当を含んで計算していますか？

時間外労働に対する割増賃金の一定額払いをしていませんか？

賃金・賞与・退職金

育児・介護休業に関する規定はありますか？

セクハラ防止に関する規定はありますか？

安全衛生管理に関する規定はありますか？

就業規則・その他の諸規定は、社員に周知されていますか？

10名

商社

就業規則・諸規程

株式会社 ○○○商事

東京　太郎

東京都新宿区新宿1-18-10

下記の質問にお答えください。「YES」なら□（ﾁｪｯｸﾎﾞｯｸｽ）にレ点を付けてください。

100名

1000 万円



Ⅰ

Ⅱ

就業規則・諸規程

賃金・賞与・退職金

賃金（決定・計算、支払方法、賃金締切・支払日、昇給など）に関する規定はありますか？

トラブル発生の可能性　→ 高 い

　“高　い”のコメントの出ている項目に留意してください。

2

会社の実情にあった独自の就業規則は作成・届出されていますか？

15
時間外労働に対する割増賃金の一定額払いをしていませんか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

14
割増賃金の計算基礎に諸手当を含んで計算していますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

13
業績の悪化等を理由に、一方的な賃金の減額を行っていませんか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

12
公平な人事考課に基づき、社員が納得できる昇給を行なっていますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

11
賃金体系（基本給・諸手当）を確立し、支給根拠は明確になっていますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

10
就業規則・その他の諸規定は、社員に周知されていますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

9
安全衛生管理に関する規定はありますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

8
セクハラ防止に関する規定はありますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

7
育児・介護休業に関する規定はありますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

6
慶弔見舞金の支給に関する規定はありますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

5
役員の退職慰労金に関する規定はありますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

3
退職金に関する規定はありますか？

詳　細　→トラブル発生の可能性　→ 高 い

詳　細　→

詳　細　→

1

トラブル発生の可能性　→ 高 い
4

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ用の就業規則はありますか？

詳　細　→

トラブル発生の可能性　→ 高 い



全体評価 大至急、見直すことが必要です
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設　　　問 1 会社の実情にあった独自の就業規則は作成・届出されていますか？

トラブル発生の可能性

今後の取組みポイント

トラブル事例・根拠等

設　　　問 2
賃金（決定・計算、支払方法、賃金締切・支払日、昇給など）に関
する規定はありますか？

トラブル発生の可能性

今後の取組みポイント

トラブル事例・根拠等

設　　　問 3 退職金に関する規定はありますか？

トラブル発生の可能性

今後の取組みポイント

トラブル事例・根拠等

高 い
市販の穴埋め式就業規則や他社の就業規則を社名だけ変更して、会社の
就業規則としているケースが見受けられます。しかし、会社の実情に合
わず、思わぬトラブルの発生原因となることがあります。就業規則は貴
社のオーダーメイドとしましょう。

常時１０人以上の労働者（※パート・アルバイトを含む）を使用してい
るにもかかわらず、就業規則の作成および届出を怠った場合、労働基準
監督署より是正勧告を受ける場合あり（労基法89条違反）。その後も作
成・届出を怠ると、労基法120条により、３０万円の罰金が課される場
合あり。労働者への周知義務違反についても同様。

高 い

退職金に関する規定がないにもかかわらず、退職金を支給することが慣
行となっている場合、退職金制度があるものとみなされる。退職金制度
がない場合には、「退職金の支払いがない」旨を就業規則等に明記する
ことが大切。

賃金に関する事項は経営のかなめです。その内容によっては、社員のや
る気にも影響を及ぼしかねません。賃金に関する事項を定める場合は、
どのような賃金形態・賃金体系が業績の向上に効果的かを考慮し規定化
しましょう。①成果を正しく評価する、②社員の長所を評価する、③仕
事のプロセスを評価するなどがポイントとなりそうです。

賃金コストを見直すため、年功主義賃金から成果・能力主義賃金への移
行に取り組む企業が増えているが、その結果、社員の賃金が大幅に引き
下げられるなどのケースも多く、労使間でトラブルが急増中。労働条件
の不利益な変更として、裁判にいたるケースも・・・。

高 い
退職金をその都度決定し、支払っていませんか？明文化し、公平な退職
金制度とすることがトラブルを防止します。退職金制度を設ける場合に
は、次のすべての事項を定めなければなりません。①退職金制度が適用
される労働者の範囲、②退職金の決定・計算・支払いの方法、③退職金
の支払いの時期　【労基法89条①】

トラブル発生の可能性“高い”のコメント
の出ている項目について、早急に取り組ん
でください。



設　　　問 4 ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ用の就業規則はありますか？

トラブル発生の可能性

今後の取組みポイント

トラブル事例・根拠等

設　　　問 5 役員の退職慰労金に関する規定はありますか？

トラブル発生の可能性

今後の取組みポイント

トラブル事例・根拠等

設　　　問 6 慶弔見舞金の支給に関する規定はありますか？

トラブル発生の可能性

今後の取組みポイント

トラブル事例・根拠等
慶弔の発生の都度、過去の支払い金額を気にしながら見舞金を決定、支
給していると、社員の間に不公平感が生じてしまいかねない。必ず規定
化し、ムダのない、不公平感の生じない見舞金とすることが大切。

役員の退職慰労金をめぐる税務にはさまざまな規制や問題点も多いので
すが、規定化し、客観的な支給基準を明確に定めることは、特に節税面
において、利用価値の高い規定となります。また、生保契約等により、
担保されることをお奨めします。

役員の退職慰労金について支給基準が明確になっていなかったために、
過大な役員退職金とされ、多額の税負担を強いられる場合がある。支給
基準を客観的なものとするためにも規定化することが必要。

高 い

社員の慶弔に対し、見舞金等を贈ることは、社員の会社に対する帰属意
識を高揚させるうえで、大切な労務管理です。ただし、支給額があまり
低いと、社員のモラールへの影響が心配されます。世間相場等と比較し
ながら、規定化しましょう。

高 い

雇用契約を口約束などで済ませていませんか？採用後、「話が違う！」
といったトラブルに発展するケースが少なくありません。作成のポイン
トとしては、社員との労働条件の違いを明確に定め、組織内での位置づ
けをハッキリさせることが重要です。ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ用の就業規則がない
場合でも、雇用契約書は必ず作成し、トラブルの原因となる曖昧さを排
除しておくべきです。

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄにも労働基準法（労働時間・休日・休暇・割増賃金・解雇
予告など）は適用される。「ﾊﾟｰﾄが有給休暇を請求してきた・・・」
「ｱﾙﾊﾞｲﾄだからという理由で、解雇の予告をしなかった」などなど、
ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄとのトラブルが急増中。フリーターの増加に伴い、今後
益々重要な危機管理項目である。

高 い



資料３

東京都社会保険労務士会

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
2 1 1 2 1 1 5 3

1 1 2 1 4 1
1 0 1

3 1 2 2 1 4 2 2 1 3 2 1 2 1 23 4
1 1 1 1 2 2

1 2 6 2 4 3 3 1 1 2 4 1 2 1 2 1 1 23 14
1 1 0

2 1 1 1 3 2
1 1 1 1 1 4 1

1 1 1 1 1 3 2
新規設立 1 1 0
倒産と労務 0 0
労働組合 1 1 1 1 2
職場環境 1 1 1 1 2
その他 1 1 2 0

5 6 9 0 6 5 10 1 7 2 3 3 7 5 7 3 7 1 6 5 4 3 2 0 73 34男 女 別 合 計

②人事・配置転換・出向等
③セクハラ等均等待遇
④賃金・割増賃金・退職金等
⑤労働時間・休日・休暇
⑥退職・解雇
⑦懲戒処分・損害賠償
⑧安全衛生・労災事故・労災補償
⑨雇用保険・助成金
⑩社会保険・年金

⑪その他

4月
相 談 事 項

①就業規則・労働契約

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合　計

12総　　合　　計 11 9 11 2 107

平成13年度総合労務相談実績表

10 8 11 711 9 6



資料４

　　 （平成12年10月27日集計）
　　　　　 　　　　調査対象：開業社会保険労務士15，231人　　回答者：7，355人　　回答率：48．3％

○労使紛争処理に関わったことのある者

○労使紛争処理した内容

○労使紛争処理をした者のうち
　訴訟にまで関わった者

－1－

　　　　労使紛争の処理に関するアンケート集計結果

総数７,３５５人

関わったことがない
者
４，３４８人
59%

関わったことがある者
３，００７人
41%

総数５，６１９件

その他
２４７件
4%

安全衛生
２１１件
4%

健保・年金
３８４件
7%

労災
９５７件
17%

賃金
１，３２９件
24%

解雇
２，４９１件
44%

総数３，００７人

訴訟にまでは関わらな
かった者
２，３９０人
79%

訴訟にまで関わった者
６１７人
21%



○労使紛争処理をした者のうち
弁護士法72条の障壁を感じた者

○訴訟に関わった者のうち弁護士法７２条の障壁を感じた者

－2－

総数３,００７人障壁を感じない
者
１，８１１人
60%

障壁を感じた者
１，１９６人
40%

総数６７２人

障壁を感じない
者
２６６人
40%

障壁を感じた者
４０６人
60%


